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１．研究計画の概要 
 ＥＵ（欧州連合）の政治的・経済的な影響
力は増大しているが、その対外政策はＥＵの
拡大と度重なる制度改革によって変容して
いる。日ＥＵ関係は従来主として経済関係が
中心であったが、冷戦の終焉後は平和と民主
主義をはじめとする共通の価値に基づく外
交を展開し、グローバルな秩序形成のための
責任と能力を有するパートナーとしての関
係が発展してきた。本研究はとりわけＥＵの
対日政策に重点を置いてＥＵの対外政策基
盤の変容を分析するものである。その際には
対外政策を広くとらえ、共通外交安全保障政
策のみならず、対外経済・通商政策、途上国
に対する援助政策、域外国への対外政策と隣
接近隣諸国の加盟政策・近隣政策など、イシ
ューにおいても地理的な側面においても多
面的・多層的な対象を分析する。ＥＵを国際
関係における重要なアクターとしてとらえ、
マルチディシプリナリーな接近方法を用い
て、現地調査を中心として分析する。ＥＵの
対日認識はＥＵの置かれた国際的な環境の
変化と、ＥＵ内の担当者や組織の変化によっ
てまた大きく変化してきているが、この側面
を包括的なＥＵ対外政策分析の中で明らか
にする。 
 
２．研究の進捗状況 
（１）過去３年度にわたって研究は順調に推
移している。2007 年 6 月には中間成果とし
て本研究課題の前代表者を編者とし、分担者
が全て執筆した研究書がまとめられ出版さ
れた（植田隆子編『ＥＵスタディーズ１ 対

外関係』2007年、勁草書房、290頁）。本研
究課題にある通り、この成果はＥＵの対外政
策に関する法的基盤、共通外交安全保障政策
の構造を明らかにした上で、ＥＵの拡大政策
と近隣政策、援助政策、通商政策、グローバ
ルガバナンスに関する政策を個別イシュー
として明らかにした。さらにＥＵの対日政策
をＥＵの通商・経済関係、政治・安全保障関
係、さらに包括的な対アジア政策分野で分析
することに成功した。 
（２）過去 3年間に研究分担者のうち、大平
がマーシャル駐箚臨時代理大使となり渡邊
頼純に交替し経済政策分析を担当した。渡邊
啓貴が駐フランス公使に転じたため、菊池が
日欧政治関係・アジア政策を新たに担当した。
植田が駐ＥＵ代表部大使に転じたため、木部
が分担者として加わり、森井が代表者となっ
た。これらの変更は、本研究課題に参加する
分担者が我が国の研究のみならず外交政策
展開の実務とも極めて密接な関係を有する
ことの象徴であり、適切な役割分担の再配分
が行われ継続的に研究が実施されているの
で、全体の進捗に影響は及ぼしていない。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
 既に中間成果として本研究分担者が共同
執筆した研究書が出版されている。また予定
通り最終年度には最終成果が図書として出
版される予定である。2008 年度に本研究の前
代表者が外務省に転じ、駐ＥＵ代表部大使と
なったことにより、代表者の交代と研究体制
の再編が必要となったが、新たな体制が確立
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された。 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）本年度は最終年度にあたるため、各分
担者がこれまでの現地調査の成果を踏まえ
て最終的な研究のとりまとめに必要な現地
調査を再度実施する。とりわけ平成２１年秋
の国際的な金融・経済危機の勃発と米国にお
けるオバマ政権の誕生はＥＵの対外政策に
も大きな影響を与えており、これまでの研究
から得た知見に加えて、環境変化がＥＵの対
外政策にどのように影響を与えるかに配慮
しながら、最終年度の研究を進め、とりまと
めにあたる。 
また本年度中にＥＵの新しい法的基盤と

なるリスボン条約の発効が目指されている
こともあり、各分担者はリスボン条約による
ＥＵの対外政策基盤の変容にも十分な配慮
をしながら、研究を進める。 
（２）本研究のメンバーはおおむね平成２１
年１２月までにそれぞれが計画している現
地調査を完了し、成果のとりまとめに入る。 
研究の成果については、欧州をはじめとして
開催される国際会議、学会、研究集会でも積
極的に報告を行い、コメントなどを得るよう
にする。日本国内でも学会等の機会を捉えて、
成果還元のための報告を行う。 
（３）成果の最終とりまとめは主として森井
と木部が共同して行う。既に研究成果を刊行
するための準備も進んでおり、成果は本研究
課題の終了直後に出版される予定であるた
め、１２月以後は成果とりまとめのための研
究会を精力的に開催する。平成２２年１月か
ら３月には成果の刊行のための執筆を進め
る。 
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